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［要旨］本研究の目的は、丸太生産と木質バイオマスエネルギー生産を目的とする多目的森林管

理のための動的 適化モデルを構築し、森林が果たす多面的な温室効果ガス削減効果を考慮した

適森林管理計画の経済分析を行うことである。 

 本研究で得た知見は次の通りである。1)木質バイオマスエネルギー生産からの純便益が少ない

と丸太生産のみの管理になるが、純便益が80円（/A重油リットル）以上になると、丸太生産は行

われず、すべての木材資源がバイオマスエネルギー生産に割り当てられる結果となった。2)木質

バイオマスエネルギー生産の純便益が0から80円（/A重油リットル）へ増加するに伴い、炭素吸収

貢献度も増加するが（4.6Ct/ha/yrから5.1Ct/ha/yrへと推移）、純便益が80円（/Ａ重油リットル）

を超えると、丸太生産が行われなくなり、直接的な炭素吸収効果はなくなる。その結果、化石燃

料代替のみの効果となり、炭素吸収貢献度は2.9Ct/ha/yrへと減少する結果となることが分かった。

3)京都議定書第3条4項における管理された森林の取り扱いを鑑みると、森林資源による炭素吸収

量を積算するには、間伐などと言った適切な管理行為が保証される必要があるので、丸太生産に

伴う間伐と木質バイオマスエネルギー生産の両立を図ることが効果的な戦略になるものと考えら

れる。そのような効果的な戦略を促すには、木質バイオマスエネルギー生産の純便益を80円（/A

重油リットル）前後に保つように政策的に調整する必要が出てくる。 

 

［キーワード］地球温暖化防止、多目的森林管理、バイオマス・エネルギー、一般化多期間動的

計画法アルゴリズム、経済分析 

 

１．はじめに 

地球温暖化防止に向けて、各国が、様々な方針で温室効果ガスの排出削減に取り組んでいる。

国土の60%以上が森林で覆われる我が国においては、森林の利用による二酸化炭素の削減が期待さ

れており、京都議定書において設定された削減目標（1990年を基準として6%の温室効果ガスの排

出削減）の半分以上を森林の適正な管理を通して達成する方針である。 

森林はその成長過程において、光合成、呼吸、腐敗などを通して植林から伐採に至る工程の中
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